
ISSN 1340-2404

調査研究資料 No.114 
2005

公共能力開発施設の行う訓練効果測定 

－訓練効果測定に関する調査・研究－ 

独立行政法人雇用･能力開発機構 

職業能力開発総合大学校能力開発研究センター 



公共能力開発施設の行う訓練効果測定

－訓練効果測定に関する調査・研究－

ISSN 1340－2404

調査研究資料 No.114

2005

独立行政法人雇用･能力開発機構

職業能力開発総合大学校能力開発研究センター



はじめに

産業界が職業訓練に求めるものは多種多様化しており、近年では訓練利用者（受講者・受

講者所属企業、受講者就職先企業等）への相談援助等の情報提供をはじめ情報の公開も求め

られている。公共の職業訓練は、人材ニーズに応じた「訓練分野の選定」、「訓練カリキュラ

ムの設定」を行い、社会から認められる「訓練の実施」を訓練の質を保ちながら行っている。

今後は、訓練中や訓練後に「訓練効果の測定」を実施し、利用者の今後の人材育成に関する

情報を提供し、より社会に貢献する必要がある。加えて、能力開発施設は測定結果を分析し

「訓練の改善」につなげ、より質の向上を図らなければならない。

とりわけ、習得度測定については、受講者自らの気付きやキャリアパスに係る目標設定に

役立つものであり、加えて、能力開発施設には訓練の目的に対する達成度合いや指導方法の

改善につながることとなり、訓練コースの品質を保証することになる。

当研究センターでは、平成13年度より「訓練効果に関する調査・研究」に取り組んできた。

いくつかの調査を通じ、公共の職業訓練に対し利用者（受講者及び企業）は概ね満足してい

るとの結果を得ている。しかし、ほとんどの能力開発施設では、訓練効果測定の結果を利用

者に役立つ情報の形で提供していないことも明らかになった。

本調査研究資料は、平成15年に雇用・能力開発機構立の能力開発施設において試行された

訓練効果測定方法を紹介すると共に、多方面からの意見をいただき、今後の展開について提

案するものである。

本調査研究資料が、公共職業訓練のプロセス管理手法確立の一助となれば幸いである。

なお、本書をまとめるにあたり、ご執筆ご協力いただきました訓練効果測定検討委員会の

皆様及び各種情報提供いただきました能力開発施設等関係機関の皆様に対し、深くお礼を申

し上げます。
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